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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第96期
第１四半期
連結累計期間

第97期
第１四半期
連結累計期間

第96期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (百万円) 36,079 34,875 144,674

経常利益 (百万円) 1,286 654 3,665

親会社株主に帰属する四半期
(当期)純利益

(百万円) 887 485 2,526

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 940 864 4,505

純資産額 (百万円) 22,720 26,871 26,286

総資産額 (百万円) 62,051 61,765 63,000

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 21.26 11.64 60.50

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 36.3 43.2 41.4
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４.「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）の事業上及び財務上のリスクに重要な

変更及び新たに生じたリスクはありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

なお、当第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13

日）等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

 

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間における世界経済は、米国においては緩やかな景気拡大が続き、ユーロ圏においても

緩やかな景気回復が続きました。また、中国においては依然として景気の減速が続いており、新興国や資源国にお

いても概して景気の減速や停滞が続きました。一方、わが国経済においては、設備投資が緩やかに増加したものの

個人消費や輸出等が停滞しており景気は小康状態が続きました。

当社グループを取り巻く経営環境は、重点戦略国である中国では景気減速の影響により市場が低迷しており、国

内市場においても総じて需要が伸び悩んでおります。今後、米国の金融政策の動向、ギリシャ情勢の行方、中国株

式市場の下落などのリスクもあり、依然として先行き不透明な状態が続いております。

このような状況の下、当社グループは中期経営計画に基づき、潤滑油、電池関連部材、環境関連商材等の市場拡

大に努め、アジア経済圏での商圏拡大に取り組んでまいりました。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、化学品・石油製品関連事業は、輸出の減少や中

国内の需要低迷等の影響により低調に推移しました。一方、機能材料関連事業は、輸入取引の増加等により好調に

推移しましたが、合成樹脂・建材関連事業は、国内需要の回復遅れ等により前年同期を下回りました。その結果、

売上高は348億７千５百万円（前年同期比3.3％減）と減収になりました。

また、利益面については、営業利益は４億９千６百万円（同0.4％増）となり、経常利益は、石油製品関連の投資

先からの受取配当金減少等により６億５千４百万円（同49.1％減）となりました。

これらの結果、親会社株主に帰属する四半期純利益は、４億８千５百万円（同45.3％減）と減益になりました。

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

 

① 化学品・石油製品関連事業

石油化学品は、映像機器関連の顔料等の輸入取引は堅調に推移したものの、塗料原料の国内取引が低調に推移

したこと等により前年同期並みに推移しました。また、炭素製品は堅調に推移しましたが、塗料樹脂等の化工品

は低調に推移しました。一方、石油製品は、国内取引は堅調に推移しましたが、貿易取引及び中国国内取引は建

設機械向けの需要減少等により、低調に推移しました。

その結果、売上高は169億６千２百万円（前年同期比14.7％減）となりました。また、セグメント利益につきま

しては、３億３千５百万円（同23.6％減）となりました。
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② 機能材料関連事業

レアアースは、需要が堅調で輸入取引が増加したことにより堅調に推移しました。難燃剤は、新規輸入取引の

拡大及び輸出取引が順調に推移しました。電池関連部材は、自動車向けの電池材料等が好調に推移しました。

その結果、売上高は44億８千２百万円（前年同期比78.9％増）となりました。また、セグメント利益につきま

しては、４千６百万円（前年同期は５千４百万円の損失）となりました。

 
③ 合成樹脂・建材関連事業

合成樹脂は、フィルム関連の国内取引が好調に推移したものの、自動車関連の樹脂等の国内取引が低調に推移

しました。建材は、断熱材は順調に推移したものの、防水資材は天候不順等による工期の遅れ等により低調に推

移したため、前年同期並みとなりました。一方、金属製品は、タービンロータ等の輸出取引が回復しました。

その結果、売上高は128億６千４百万円（前年同期比2.2％減）となりました。また、セグメント利益につきま

しては、販売管理費の減少により８千２百万円（同67.1％増）となりました。

 
(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末比12億３千４百万円減少の617億６千５百万円となり

ました。

流動資産は主に取引減少に伴い売上債権が減少したことにより、前連結会計年度末比15億５百万円減少の450億６

千万円となりました。

固定資産は主に期末時価評価による投資有価証券の増加により、前連結会計年度末比２億７千１百万円増加の167

億５百万円となりました。

流動負債は取引減少に伴い仕入債務が減少した他、短期借入金や未払法人税等が減少したことにより、前連結会

計年度末比16億４千９百万円減少の291億７百万円となりました。

固定負債は主に退職給付に係る負債の減少により、前連結会計年度末比１億７千万円減少の57億８千６百万円と

なりました。

また、純資産の部は前連結会計年度末比５億８千５百万円増加の268億７千１百万円となりました。

この結果、自己資本比率は43.2％となりました。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年８月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可

金融商品取引業協会名
内容

普通株式 41,780,000 41,780,000
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
100株

計 41,780,000 41,780,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成27年６月30日 ― 41,780 ― 4,024 ― 2,761
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成27年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式     　16,700 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式   41,758,200 417,582 ―

単元未満株式 普通株式      　5,100 ― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 41,780,000 ― ―

総株主の議決権 ― 417,582 ―
 

(注) １．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式26株が含まれております。

２．当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

② 【自己株式等】

  平成27年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

明和産業株式会社
東京都千代田区丸の内
三丁目３番１号

16,700 ― 16,700 0.04

計 ― 16,700 ― 16,700 0.04
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,837 2,458

  受取手形及び売掛金 ※1  37,372 ※1  34,970

  商品 6,406 6,822

  その他 1,312 1,152

  貸倒引当金 △362 △343

  流動資産合計 46,566 45,060

 固定資産   

  有形固定資産 621 607

  無形固定資産 405 371

  投資その他の資産   

   投資有価証券 13,367 13,711

   その他 2,297 2,269

   貸倒引当金 △257 △254

   投資その他の資産合計 15,406 15,726

  固定資産合計 16,434 16,705

 資産合計 63,000 61,765

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 26,185 25,794

  短期借入金 2,913 2,167

  1年内返済予定の長期借入金 35 38

  未払法人税等 446 69

  賞与引当金 525 386

  その他 651 651

  流動負債合計 30,757 29,107

 固定負債   

  長期借入金 2,101 2,099

  役員退職慰労引当金 15 16

  退職給付に係る負債 1,047 955

  その他 2,792 2,715

  固定負債合計 5,957 5,786

 負債合計 36,714 34,894
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,024 4,024

  資本剰余金 2,761 2,761

  利益剰余金 15,954 16,169

  自己株式 △3 △3

  株主資本合計 22,736 22,951

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,473 2,741

  繰延ヘッジ損益 1 12

  為替換算調整勘定 1,541 1,614

  退職給付に係る調整累計額 △658 △630

  その他の包括利益累計額合計 3,357 3,737

 非支配株主持分 191 182

 純資産合計 26,286 26,871

負債純資産合計 63,000 61,765
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高 36,079 34,875

売上原価 33,640 32,389

売上総利益 2,438 2,486

販売費及び一般管理費 1,944 1,989

営業利益 494 496

営業外収益   

 受取配当金 699 39

 持分法による投資利益 157 138

 その他 25 47

 営業外収益合計 883 225

営業外費用   

 支払利息 22 15

 外国源泉税 37 38

 その他 31 13

 営業外費用合計 91 67

経常利益 1,286 654

特別利益   

 投資有価証券売却益 － 16

 ゴルフ会員権売却益 0 －

 特別利益合計 0 16

特別損失   

 固定資産除却損 0 0

 特別損失合計 0 0

税金等調整前四半期純利益 1,286 671

法人税、住民税及び事業税 371 122

法人税等調整額 23 61

法人税等合計 395 184

四半期純利益 891 486

非支配株主に帰属する四半期純利益 3 0

親会社株主に帰属する四半期純利益 887 485
 

 

EDINET提出書類

明和産業株式会社(E02563)

四半期報告書

10/19



【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

四半期純利益 891 486

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 201 255

 繰延ヘッジ損益 △7 10

 為替換算調整勘定 △196 90

 退職給付に係る調整額 43 28

 持分法適用会社に対する持分相当額 8 △6

 その他の包括利益合計 48 377

四半期包括利益 940 864

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 936 863

 非支配株主に係る四半期包括利益 3 1
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　

該当事項はありません。

　

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

 

(連結子会社の事業年度等に関する事項の変更)

 

従来、連結子会社のうち明和産業（上海）有限公司の決算日は12月31日であり、同社の四半期会計期間の末

日における四半期財務諸表を基礎として四半期連結財務諸表を作成しておりましたが、より適時適切な情報に

基づくことにより財務情報としての有用性を高めるため、当第１四半期連結会計期間より、四半期連結決算日

に仮決算を行う方法に変更しております。

これに伴い、当第１四半期連結累計期間における同社の平成27年１月１日から平成27年３月31日までの３か

月分の損益については、利益剰余金の増減として調整しております。

　

(会計方針の変更等)

　

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の

持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計

上する方法に変更いたしました。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫

定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財

務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株

主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連

結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及

び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首

時点から将来にわたって適用しております。

なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。
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(四半期連結貸借対照表関係)

 

※１ 売上債権の流動化

当社は、受取手形及び売掛債権の流動化を行っており、当第１四半期連結会計期間末の金額は次のとおりであり

ます。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

受取手形譲渡額 107 98

売掛金譲渡額 43 44

売掛金流動化に伴う遡及義務額 8 8
 

 

 ２ 保証債務

当社の従業員の金融機関からの借入れに対し、債務保証を行っております。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

従業員住宅ローン 3 2
 

 

 ３ 受取手形割引高

(単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

受取手形割引高 15 22
 

 

 ４ 当座貸越契約

当社グループは運転資金の効率的な調達を行うため主要取引金融機関と当座貸越契約を締結しております。この

契約に基づく当第１四半期連結会計期間末における借入未実行残高は次のとおりです。

(単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

当座貸越契約の総額 4,540 4,540

借入実行残高 － －

差引額 4,540 4,540
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 
当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）、のれんの償却額及び負の

のれんの償却額は、次のとおりであります。

(単位：百万円)

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

減価償却費 49 49

のれんの償却額 0 3

負ののれんの償却額 0 0
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(株主資本等関係)

 

前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

 

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 292 7.00 平成26年３月31日平成26年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの

 

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

 

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 334 8.00 平成27年３月31日平成27年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの

 

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
化学品・石油製品

関連事業

機能材料

関連事業

合成樹脂・建材

関連事業
計

売上高       

外部顧客への売上高 19,885 2,505 13,149 35,539 539 36,079

セグメント間の内部
売上高又は振替高

65 90 44 200 0 200

計 19,951 2,595 13,193 35,739 540 36,280

セグメント利益
又は損失(△)(注)２

438 △54 49 433 △13 420
 

(注)１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、食料事業及び硝子製品事業を含ん

でおります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益に受取利息と支払利息を加減した数値であり

ます。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差

異調整に関する事項)

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計(注)２ 433

「その他」の区分の利益又は損失(△)(注)２ △13

セグメント間取引消去 △20

全社費用(注)１ 14

利息費用の調整額(注)２ 65

四半期連結損益計算書計上額(注)２ 479
 

(注)１．全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない本社経費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益に受取利息と支払利息を加減した数値であり

ます。

 

EDINET提出書類

明和産業株式会社(E02563)

四半期報告書

15/19



 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
化学品・石油製品

関連事業

機能材料

関連事業

合成樹脂・建材

関連事業
計

売上高       

外部顧客への売上高 16,962 4,482 12,864 34,310 565 34,875

セグメント間の内部
売上高又は振替高

82 102 14 199 0 199

計 17,045 4,584 12,879 34,509 566 35,075

セグメント利益
又は損失(△)(注)２

335 46 82 463 △24 439
 

(注)１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、食料事業及び硝子製品事業を含ん

でおります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益に受取利息と支払利息を加減した数値であり

ます。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差

異調整に関する事項)

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計(注)２ 463

「その他」の区分の利益又は損失(△)(注)２ △24

セグメント間取引消去 △20

全社費用(注)１ 2

利息費用の調整額(注)２ 69

四半期連結損益計算書計上額(注)２ 490
 

(注)１．全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない本社経費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益に受取利息と支払利息を加減した数値であり

ます。
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(１株当たり情報)

 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 21円26銭 11円64銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 887 485

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

887 485

普通株式の期中平均株式数(千株) 41,763 41,763
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

 

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

 

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年８月７日

明和産業株式会社

取締役会 御中

 
有限責任監査法人 ト ー マ ツ

 

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 茂   木 浩   之 印
 

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 西   川 福   之 印
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている明和産業株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、明和産業株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以  上

　
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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